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実施機関
商工中金

(中小向け危機)
日本公庫等
（中小事業）

日本公庫等
（国民事業）

信用保証協会

要件

支援内容

新型コロナの影響により、最近１ヶ月間の売上高が一定程度減少

①▲5％であれば、低利・無担保融資（新型コロナ特別貸付）
当初3年間：基準利率▲0.9％、４年目以降：基準利率

②さらに以下を満たせば、利子補給により当初３年間、実質無利子化
小規模の個人事業主 の場合▲ 5％、小規模の法人の場合▲15％、
その他の場合▲20％

○セーフティネット保証4号(100％保証)

新型コロナの影響により、最近１ヶ月の売上高
が▲20％の事業者が対象

○セーフティネット保証5号(80％保証)

指定業種において、最近１ヶ月の売上高が
▲５％等の事業者が対象

上限額
3億円(実質無利子/低利)
6億円(融資枠)

6,000万円(実質無利子/低利)
8,000万円(融資枠)

2.8億円(一般保証とは別枠)

申請期限 22年６月30日⇒９月30日
4号：22年6月１日⇒９月30日
5号：22年6月30日(四半期毎に業種指定)

実績
４万件、

２兆5708億円
90万件、15兆1,141億円

4号：91万件、15兆7,646億円
5号：22万件、 3兆8,952億円

政府系金融機関による実質無利子・無担保融資等を延長
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１．効果検証

⚫ 政府の中小企業向け資金繰り支援ツールとしては、日本公庫等のほか、指定金融機関による危機対応業
務や信用保証が存在。

⚫ 先般の経済対策において、新型コロナの影響を受けた事業者に対し、本年６月が申請期限であった政府系
金融機関による実質無利子・無担保融資及び危機対応業務等について、本年９月末まで延長が決定。

各機関ごとのコロナ資金繰り支援策（シニアローン関係）

（注）基準利率については、2022年5月1日時点、貸付期間５年の場合、信用力や担保の有無にかかわらず、中小・危機で1.06％、国民で1.21％。実績は、商工中金はコロナ事由
の中小企業向け危機対応業務（シニアローン）、日本公庫は新型コロナ特別貸付、保証協会は各保証制度（コロナ事由）の2020年３月～2022年３月末までの実績。

（出所）日本政策金融公庫提供データ、商工中金提供データ、全国信用保証協会連合会提供データにより作成。
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官民金融機関合計

民間プロパー融資

（注）官民金融機関合計は、日本政策金融公庫（中小・国民）及び商工中金による貸出金（以上政府系金融機関）、国内銀行における中小企業（法人）向けの貸出金、信用
金庫における法人向け貸出金（民間金融機関）の和。民間プロパー融資は、民間金融機関貸出から保証債残高を引いて算出した推計値。なお、実質無利子・無担保融資の
合計値は、四捨五入の関係で約56兆円となる。

（出所）日本銀行「現金・預金・貸出金」、日本政策金融公庫提出資料、商工中金提供資料、全国信用保証協会連合会提供資料により作成。

⚫ 2020年４月以降、各種の金融支援策もあり、官民金融機関による中小企業向け貸出は大きく増加。
(実質無利子・無担保融資等の実績は2022年３月31日までに政府系で約18兆円、民間で約37兆円)

⚫ 足下ではコロナ前比約1.1倍程度となっているが、増分の大半は日本政策金融公庫や信用保証付の融資。
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中小企業向け貸出は政府系金融や保証付き融資により大きく増加

中小企業向け融資残高（対前年同月比）

緊急事態宣言
（4/7）

１．効果検証

（％）
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一方、リーマン時は100％保証を発動したものの効果は限定的

（注）民間金融機関は、国内銀行における中小企業（法人）向けの貸出金、信用金庫における法人向けの貸出金の和。
政府系金融機関は、日本政策金融公庫（中小・国民）、商工中金の貸出金の和。

（出所）日本銀行「預金・現金・貸出金」、日本政策金融公庫提供資料、商工中金提供資料、日本政策金融公庫「全国中小企業動向調査結果」により作成。

⚫ リーマン・ショック時は、足下のコロナ危機とは異なり、金融収縮期であったこともあり、100％保証を発動（*）

したものの、民間金融機関の貸出金の減少傾向は解消せず。（*）緊急保証制度。2008年10月31日から発動。

⚫ 他方、政府系金融機関は、中小企業の業況が悪い時には貸出金が増加。

中小企業向け融資残高（対前年同期比）
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１．効果検証



⚫ 民間金融機関の債務者評価で資本と見なせる資本性劣後ローンについて、2020年８月より、コロナ対策の
一環として、日本公庫・商工中金（危機対応業務）等において実施。

⚫ 予算を通じた財務基盤強化等により、平時と比較して大きく金利を引き下げ、民間金融機関による同様の商
品では届かないような幅広い層への利用を促しており、要注意先であっても、コロナ後に向けて事業再構築に
取り組む中小企業を長期的な視点で支援。
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金利を大きく引き下げた資本性劣後ローンを実施

新型コロナ対策資本性劣後ローンの概要（金利以外） 資本性劣後ローンの金利比較（一部抜粋）

（注）右図の金利表は、2022年5月1日時点。
（出所）日本政策金融公庫HP等により作成。

融資対象

コロナの影響を受けた、以下に該当する事業者

①Ｊ-Startupに選定された者等（新事業型）
②再生支援協議会の関与のもとで事業の再生
を行う者等（再生型）

③事業計画を策定し、民間金融機関等による
協調支援体制が構築されている者※

（事業継続・展開型）
※協調支援を希望しない場合等においても、認定支援機関の
支援を受けて事業計画を策定していれば対象

融資限度額
【中小事業・危機対応】1社あたり10億円

【国民事業】1社あたり7,200万円

融資期間
20年・15年・10年・7年・５年１ヵ月
（期限一括償還）

資本性の
扱い

金融機関の債務者評価において自己資本とみ
なすことが可能

※償還期限の５年前までは残高の100％、５年を切ると
１年毎に20％ずつ資本とみなせる額が減少

５年１ヶ月 10年 20年

コロナ
（公庫中小・
国民、商中
共通）

４年目
以降黒字

2.60％ 2.70％ 2.95％

当初３年、
４年目
以降赤字

0.50％ 0.50％ 0.50％

コロナ以外の
公庫・中小

黒字 3.60％ 4.95％ 5.70％

赤字 0.50％ 0.50％ 0.50％

コロナ以外の
公庫・国民

黒字 4.95％ 5.60％ 6.45％

赤字 0.90％ 0.90％ 0.90％

１．効果検証



⚫ 政府系金融機関による資本性劣後ローンは、2020年8月～2022年３月で、約6,500件、約9,200億円の
実績（うち商工中金は700件、0.1兆円）。資本とみなせるという性質のため、民間金融機関との協調案件
が基本（日本公庫：93.3%、商工中金：95.4%）。

⚫ 金額ベースの実績は、平時の約10倍で、全国で幅広く利用が進む。
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資本性劣後ローンは民間との協調実績が多数

コロナ資本性劣後ローンの実績（件数） コロナ資本性劣後ローンの実績（金額（億円））

2,593 

3,918 

786 

2020.8

～2021.3

2021.4

～2022.3

平時

（2019年度）

（注）2020年８月以降の実績は、日本政策金融公庫、商工中金の新型コロナ対策資本性劣後ローンの実績で、平時は2019年度の通常の資本性劣後ローンの実績。右図において、
2020年８月～2022年３月の実績（9,216億円）に12ヶ月/20ヶ月をかけると、5,529.6億円。これを2019年度の実績556億円と比較すると、9.9倍。

（出所）日本政策金融公庫提供データ、商工中金提供データにより作成。

4,443
4,773

556

2020.8

～2021.3

2021.4

～2022.3

平時

（2019年度）

制度開始以来の
総実績 9,216億
円を年換算すると
約5,530億円と、
平時の約10倍

１．効果検証



⚫ 中小企業向けの政府系金融機関としては、平時より民業補完の観点で資金供給を行う日本公庫と、フルバ
ンク機能を持ち、平時より事業者と深い関係を築き、危機時に伴走支援も行う商工中金（指定金融機
関）による危機対応業務の両者が存在。商工中金は、全国に支店を有し、危機時に日本公庫の役割を量
的にも補完。

⚫ 商工中金の利用先は、比較的規模の大きい地域の中核企業（取引先のうち従業員100名以上が14%）
であり、日本公庫を利用していない層は約５割。
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商工中金の利用層のうち、約半分は日本公庫を利用せず
１．効果検証

日本公庫と商工中金の比較 商工中金取引先のうち、公庫との取引の有無

日本公庫
（国民）

日本公庫
（中小）

商工中金

うち危機対応

国内店舗数 152店舗 66店舗 99店舗

利用先数 117.7万社 6.1万社 7.8万社 2.8万社

１先当たり
融資額

約10百万円 約1.1億円 約0.8億円 約0.7億円

その他

民業補完の観点から、平

時は政策的必要性を踏ま

えた資金供給。危機時は、

民間だけでは取り切れない

リスクを補完する観点から

資金供給。伴走支援は民

間金融機関の役割。

フルバンク機能を持つため、

平時より深い取引関係構

築が可能。危機時には、

平時の関係をベースに、迅

速な資金供給について、

伴走支援も含め対応可能。

（注）左図は2021年３月末時点。右図は2022年３月末時点速報値。商工中金と取引のある社のうち、他行との取引データのある50,185先について、公庫との取引有無を確認。
（出所）日本政策金融公庫提供データ、商工中金提供データにより作成。

公庫取引あり

49.7%

公庫取引なし

50.3%
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デット・ファイナンスはスタートアップ企業の重要な資金調達手段

（注）2004年から2009年に設立された日本企業のうち、 2015年3月時点でデータベース「ORBIS」から財務諸表を入手でき、かつ、子会社や関連会社等分析に適さない企業を除い
た2,116社が調査対象。

（出所）「スタートアップの資本構成」（本庄,2015年）により作成。

⚫ 日本のスタートアップ企業の資金調達に占めるデット・ファイナンス比率は、創業以降徐々に増加。

⚫ 創業6年目のデット・ファイナンス比率は、エクイティ・ファイナンス比率の2倍（67％）に。

スタートアップ企業のデット・ファイナンス比率／エクイティ・ファイナンス比率（平均）

47%

57%
62%

65% 66% 67%

53%

43%
38%

35% 34% 33%

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

デット・
ファイナンス比率

エクイティ・
ファイナンス比率

2．スタートアップ
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創業後5年までは政府系金融機関のデット・ファイナンスの役割が大きい

（注）日本政策金融公庫国民生活事業の融資を受けて2011年に開業したと想定される企業9,287社に第1回アンケートを実施し、回答のあった企業のうち2011年に開業したことが確
認された企業3,046社（不動産賃貸業を除く）が継続調査先。2011年以降、毎年12月末を調査時点とし、2015年12月末時点まで5回のアンケートを実施。第1回調査から
第5回調査まで借入残高をすべて回答した企業を集計対象とした。

（出所）日本政策金融公庫総合研究所「新規開業パネル調査」（2016年）により作成。

⚫ 日本公庫の融資を受けて開業した企業の借入金を分析すると、開業4年目までは日本公庫からの借入が、
開業5年目には民間金融機関からの借入がそれぞれ過半を占める。

日本公庫の融資を受けて開業した企業の借入金の内訳（1企業当たり）

77% 76%
70%

59%

49%

40%

21% 22%
26%

36%

45%

54%

開業時 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

日本公庫からの
借入金

民間金融機関からの
借入金

2．スタートアップ
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商工中金のスタートアップ支援の取組

（左図） n=611件（速報値ベース）。対象は、経営改革プログラム期間中のスタートアップ向け融資件数。
（出所）商工中金提供資料により作成。

⚫ 商工中金は、経営改革プログラム（2018年10月～2022年3月）において、スタートアップ（*）支援に注力。
（*）①上場に向けた計画がある、②VC等の出資がある又は出資を受ける見込みがある、③既存の市場にない新しい技術・製品・サービスを提供する、

のいずれかに該当する企業。

⚫ この間、スタートアップに約610件、430億円の融資を実施。その過半数が経営者保証の徴求なし。

スタートアップ向け融資における経営者保証の状況

2．スタートアップ

商工中金のスタートアップ向け支援事例

47%

53%

経営者保証あり 経営者保証なし

ピクシーダストテクノロジーズ株式会社（東京都）

⚫ 超音波や光の制御技術を研究開発するベンチャー企業（平成29
年設立、 J-Startup企業認定）である当社に対し、経営者保証
に依存せず、向こう４年間の研究開発費の資金調達枠として10億
円を設定した事例。

⚫ 研究開発期にある企業に対するファイナンス手法として、事業計画
の達成状況に応じて年度ごとの資金調達の可否が決まるスキームを
提案。

⚫ スタートアップ企業向けの大口与信と事後のモニタリング機能を兼ね
備えたスキーム設計を行うことで、研究開発を資金面からサポート。
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経営者保証を解除できる可能性があることを強調した広報の展開

⚫ 第3回金融小委の議論を踏まえ、「経営者保証を外すことができるかもしれない」というメッセージを強調した
チラシの一案を作成。本日の御議論も踏まえて修正した後、幅広いルートで周知を図る予定。

3．経営者保証

経営者保証を解除できる可能性があることを強調したチラシ（案）
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経営者保証解除の交渉が不調に終わった際の対応が課題

（注）左図：n=51。 右図：n=441。
（出所）経営者保証コーディネーターに対するアンケート調査（令和３年８月）により作成。

⚫ 経営者保証コーディネーター（CO）（事業承継時支援）がチェックシート作成時に感じる課題としては、
「判断基準について金融機関との間にずれがある」が4割、チェックシートの充足が「金融機関との交渉で考
慮されない」が2割。

⚫ 実際、経営者保証COがチェックシートを充足していると判断したものの、経営者保証を解除できなかった案
件が4割。今後、経営者保証COの業務を平時まで拡充した場合、この課題が一層顕在化するため、経営
者保証を解除できる割合を向上させる取組とあわせ、交渉不調時などの対応が課題。

経営者保証COが考えるチェックシート作成時の課題

3．経営者保証

10%

10%

18%

22%

37%

チェックシートを充足させるために、

どのような取組をしたらいいかわからない

チェックシートを充足していても、

情報の非対称性により事業者が

金融機関と上手く交渉ができない

チェックシートを充足させる取組の

費用負担が大きい

チェックシートを充足していても、

金融機関との交渉で考慮されない

チェックシートが充足しているかの

判断基準について金融機関との間に

ずれがある

チェックシート充足案件の経営者保証の解除状況

63%

37%

経営者保証が

解除できた

経営者保証が

解除できなかった
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日本政策金融公庫では、経営者保証を徴求しない定量基準を設定

（*1）この他、保証人の徴求が必要と判断される事情がある場合等、経営者保証を徴求する場合がある。
（*2）この他、取引金融機関と経営者保証免除に関する協調対応が見込める場合も経営者保証免除特例の対象。
（*3）税務申告２期未満の先は、原則無担保無保証の新創業融資制度を適用。
（*4）この他、「申込金融機関において、経営者保証を不要とし、かつ、保全のないプロパー融資が存在すること」も要件。 （*5）申込金融機関の判断。
（出所）日本政策金融公庫提供資料、信用保証協会HPにより作成。

信用保証協会
（金融機関連携型（*4））

①適時適切に財務情報等が提
供されている（*5）

①法人と経営者の資産・経理が
明確に区分されている（*５）

②法人と経営者の間の資金のや
りとりについて、社会通念上適
切な範囲を超えていない（*５）

以下のいずれにも該当しない先

①直近期において債務超過

②直近2期において連続して減
価償却前経常赤字

公庫国民
（経営者保証免除特例（*1*２））

公庫中小（*1）

要件なし

（取引先全てに決算書の提出を
義務づけており、別途基準は設け
ていない）

以下のいずれにも該当しない先

①直近期において債務超過
②直近2期において連続して減
価償却前経常赤字

③償還条件変更先
④延滞先

要件なし

（取引先全ての貸付審査時等
に確認していることから、別途基
準は設けていない ）

経営者保証GL
①適時適切に財務情報等が提
供されている

①法人のみの資産・収益力で借
入返済が可能と判断し得る

①法人と経営者個人の資産・経
理が明確に分離されている

②法人と経営者の間の資金のや
りとりが、社会通念上適切な範
囲を超えない

経営の透明性確保財務基盤の強化法人・個人の資産分離

日本政策金融公庫・信用保証協会における経営者保証を徴求しない基準

3．経営者保証
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⚫ 信用保証協会だけではなく、日本政策金融公庫においても経営者保証を徴求しない定量基準を設定。

要件なし

（公庫からの求めに応じて、財務
情報等について適時適切に提供
することとなっている）

以下のいずれにも該当しない先

①直近期において債務超過
②直近2期において連続して減
価償却前経常赤字（*３）

③償還条件変更先
④延滞先

法人と代表者の一体性の解消が
一定程度図られていることについ
て、公庫において確認ができる



アドバイス
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高度化融資には経営者保証を求めるケースが多かった

（出所）中小企業基盤整備機構HP等により作成。

⚫ 高度化事業とは、一企業では行えない大規模な設備投資を行う中小企業組合等のグループに対し、都道
府県と中小機構が資金・事業アドバイスの両面から、サポートする事業で、自治体によっては税制等の各種
優遇措置も存在。組合法上、組合組織が任意加入・任意脱退を認めていることもあり、元々は多くのケー
スで組合員の保証を求めていた。

3．経営者保証

都
道
府
県

中
小
機
構

64％ 80％

中
小
企
業

中
小
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業

中
小
企
業

中
小
企
業

都道府県も
16％拠出

中小企業組合等
自己負担20％

中小機構が
64％を拠出 条件

貸付期間
（据置期間）

最長20年以内
（据置３年以内）

貸付利率

0.40％
※2022年度貸付決定分。特別な法律の認定に
基づく事業計画、災害復旧に係る貸付等の場
合は、無利子になる場合あり。

貸付割合
貸付対象事業費の原則80％まで

（自己資金20％）

貸付対象施設
土地、建物、構築物、設備

（いずれも資産計上されるもの）

貸付対象者
中小企業組合など

（高度化事業の種類毎に規定）

担保・保証 都道府県の規定による

高度化融資の概要
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高度化融資でも、経営者保証を原則非徴求の方向に

（注）債権保全の必要性が認められない場合は、無担保・無保証とする。
（出所）中小企業基盤整備機構提供資料により作成。

⚫ 経営者保証ガイドラインの趣旨等を踏まえ、中小機構は、2021年2月に、高度化融資の都道府県向けガ
イドラインを改正し、原則個人保証によらない債権保全を求めることとした。具体的には、担保、金融機関保
証、またはその組み合わせを原則とし、個人・法人保証を債務者の要請に基づく場合に限定した。

都道府県向けガイドラインにおける
高度化融資における債権保全原則

3．経営者保証

ガイドライン上の経営者保証徴求イメージ

物的担保

金融機関保証

物的担保金融機関保証

物的担保
個人保証・法人保証
（債務者側要請）

物的担保個人保証・法人保証
（債務者側要請なし）

個人保証・法人保証（債務者側要請）

ケース１

ケース２

ケース３

ケース４

ケース５

ケース６

新
規
貸
付

貸付期間や債務者の財務状況等を踏まえた事業計画等
を的確に評価し、必要最小限の債権保全とする。その際、原
則個人・法人保証に依存せず、以下の順で適用
①貸付対象物件の担保のみ（担保に適さない貸付対象物
件の場合、代わりに債務者が担保として別の物件を提供す
ることができる）又は、担保に代えて金融機関保証

②担保のみでは債権保全に懸念があると判断される場合の
債権額全額までの不足分について、
・追加の担保提供
・金融機関保証による保全
・債務者の要請による個人保証または法人保証
※個人・法人保証の場合、上限は２者

既
存
貸
付

・解除要請があった場合、新規貸付の考え方を適用し、担
保以上の債権保全手段が不要と判断できる場合、金融機
関保証の提供がある場合、個人保証を解除できる。
・保証人たる役員の交代時には、保証人の入替を認める
・条件変更先、延滞先であることのみを理由として入り口段
階で解除要請を拒否しない
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個人保証に依らない高度化融資に向けた取組

（注）左図は、2022年４月11日時点。右図は、2015年、商工中金福山支店が広島県尾道市の協同組合ベイタウン尾道に対し、広島県の高度化資金貸付制度における借入に債
務保証を行ったものを参考に作成。

（出所）中小企業基盤整備機構提供資料、商工組合中央金庫HP等により作成。

⚫ 中小機構のガイドライン改正を踏まえ、多くの都道府県で貸付規則を改正するも、一部対応予定のない自
治体も存在。

⚫ 中小機構としては、①商工中金等と金融機関保証等に関する協力関係を確認、②金融機関保証選択時
に融資割合を現行の80％から90％に増加、③金融機関保証のみを利用する際に貸付利率を低減（通
常0.40％⇒0.15％）などにより担保・個人保証によらない融資を後押し。

機構のガイドライン改正を踏まえた都道府県の対応

3．経営者保証

商工中金による債務保証スキーム（福山支店の事例）

中小機構のガイドライン改正を踏まえた
都道府県の貸付規則の対応状況

都道府県数

改正済 １４

改正中 １８

改正の検討中 ９

改正予定なし ６

中
小
機
構

広
島
県

協
同
組
合
ベ
イ
タ
ウ
ン
尾
道

商
工
中
金

①高度化事業計画認定申請

③高度化資金借入申請

②高度化事業の認定

⓪貸付
権限委譲

③債務
保証申込

④債務
保証実施

④高度化資金貸付
④財源
貸付



事業承継をフェーズ毎に幅広く支援

⚫ 事業承継においては、親族内承継のみならず、従業員承継やM&Aも、フェーズ毎に幅広く支援している。そ
の中で、資金調達の一手段として、信用保証制度でも支援。また、承継時の経営者保証解除も支援。

引
継
ぎ
後
の
経
営
革
新
等

円
滑
な
引
継
ぎ

引
継
ぎ
の
準
備

ローカルベンチマーク、経営デザインシート

○経営状況を確認したい

事業承継診断

○承継に向けて課題を把握したい

○今後の取組を相談したい

中小企業大学校

○後継者候補を育成したい・承継に向けて準備したい

法人版・個人版事業承継税制、遺留分に関する民法の特例、所在不明株主に関する会社法の特例
中小企業経営力強化支援ファンド

○株式等を承継させたい・したい

○経営者保証を解除したい

日本政策金融公庫等の融資、信用保証、小規模企業共済

○事業承継時の資金を調達したい

事業承継・引継ぎ支援センター

経営者保証ガイドライン、事業承継時の経営者保証解除

親族内・従業員承継に関する支援策一覧 M&Aに関する支援策一覧

事業承継・引継ぎ補助金、経営資源集約化税制（設備投資）

○承継後に設備投資等を実施したい

小規模企業共済

○承継後の生活資金を積み立てたい

中小M&Aガイドライン
中小M&Aハンドブック

○M&Aについて知りたい

中小PMIガイドライン

○円滑に経営統合を実施したい

M&A支援機関登録制度

後継者人材バンク

○経営資源を引継ぎ、創業したい

経営資源集約化税制（準備金）

○M&A後のリスクに備えたい

19

3．経営者保証



事業承継時に経営者保証を解除できる各信用保証制度の実績は低調

⚫ 事業承継時の経営者保証解除に向けた信用保証制度については、親族内承継のみをターゲットとするので
はなく、幅広く従業員承継やM&Aも対象。

⚫ 一方で、いずれの制度も、実績は低調。

事業承継時に経営者保証不要とされている保証制度

事業承継特別保証
経営承継借換

関連保証

経営承継準備

関連保証
経営力向上関連保証

地域経済牽引事業

関連保証

対象となる承継

親族内承継
従業員承継
M&A

親族内承継
従業員承継
M&A

M&A

親族内承継
従業員承継
M&A

親族内承継
従業員承継
M&A

その他の要件 承継の前後３年
経保により事業継続に
支障がある等の認定

後継者の確保が困難で
ある等の認定

人材育成等の経営力
向上計画の認定

地域経済牽引事業計
画の認定

限度額 2億8,000万円（一般枠） 2億8,000万円（別枠） 2億8,000万円（別枠） 2億8,000万円（別枠） 2億8,000万円（別枠）

利用実績※１ 616件、256億円 37件、2,128百万円 5件、180百万円 0件、0百万円 0件、0百万円

財務要件

申込日等※２において次の要件を満たしていること。
① 資産超過であること
② ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率※３が10倍以内であること
③ 法人・個人の分離がなされていること
④ 返済緩和している借入金がないこと※４

※１ 制度創設（事業承継特別保証は2020年4月創設、その他４保証は2020年10月創設・措置）から2022年3月までの速報値。
経営承継準備関連保証、経営力向上関連保証及び地域経済牽引事業関連保証については、保証人を不要とする類型のみに係る実績。

※２ コロナ禍においては、コロナに係る危機関連保証の指定期間の始期の前日でも差し支えない。
※３ ＥＢＩＴＤＡ有利子負債倍率＝（借入金・社債－現預金）÷（営業利益＋減価償却費）
※４ 危機関連保証及びSN保証４号（コロナ）の指定期間中に初めて返済緩和した場合を除く。
（出所）全国信用保証協会連合会提供資料により作成。 20
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承継時もコロナ対策に係る保証制度を利用

⚫ 事業承継特別保証等の対象資金は、事業承継時に必要な事業資金全般。

⚫ 事業承継特別保証等の開始とほぼ同時に、新型コロナ対策として、民間無利子融資、次いで伴走支援型
特別保証と、金利・保証料等が大きく優遇された制度が措置され、事業承継時の資金も対象。このため、
売上が減少した事業者はほとんどがこれらを利用したと推測される。

各保証制度における保証条件面での比較

民間無利子融資 伴走支援型特別保証 事業承継特別保証

主な利用要件
小規模個人：売上高前年比▲５％
その他：売上高前年比▲15％

売上高前年比▲15％ 他
前ページの財務４要件をすべて満たしている

場合には解除
経営者保証

前ページ財務要件のうち、①資産超過と③
法人と個人の分離を満たしていれば解除可

前ページ財務要件のうち、①資産超過と③
法人と個人の分離を満たしていれば解除可

保証限度額 6,000万円 6,000万円 2億8,000万円

保証期間 10年以内 10年以内
10年以内

（一括返済の場合1年以内）

据置期間 5年以内 5年以内 1年以内

金利 0％ 金融機関所定 金融機関所定

保証料率 0％
SN保証等を前提とする場合、0.2％
一般保証の場合、財務区分に応じて

0.2～1.15%

財務区分に応じて0.45%～1.90％
（専門家からの確認を受けたものはそれぞれ、

0.20%～1.15%）

申請期間 2020年5月1日～2021年3月31日 2021年4月1日～2023年3月31日 2020年4月1日～

実績
1,375,014件、 235,559億円

（確報値）

57,442件、 10,757億円
（2022年4月24日までの速報値）

616件、 256億円
（2022年3月末までの速報値）

21
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（出所）全国信用保証協会連合会提供資料により作成。



～10倍
～10倍

10～15倍

10～15倍

15～20倍

15～20倍

2019 2021

EBITDA有利子負債倍率緩和により、コロナ前と同程度のターゲット層

⚫ 事業承継特別保証の要件のうち、①資産超過 かつ②EBITDA有利子負債倍率が10倍以内 を満たし
ている者が2019年度決算ではサンプル全体の43％だが、2021年度決算では、同37％。

⚫ なお、2021年度決算では、10倍～15倍を含めると同41％と、2019年度決算で10倍以下等を満たし
ている者と同程度となっている。コロナの影響も踏まえ、EBITDA有利子負債倍率の要件を15倍に以内に
緩和してもよいのではないか。

EBITDA有利子負債倍率の分布

2021年度決算
15～20倍： 2.5%
10～15倍： 4.0%
～10倍：36.7%

（注）事業承継特別保証の要件のうち、CRD協会保有データから分かる２要件（①資産超過、②EBITDA有利子負債倍率が10倍以内）について、各年の全サンプルからあてはまる
社の割合をそれぞれ算出。2022年4月末時点で決算情報のある2019年度1,199,469社、2021年度384,650社を集計。

（出所）CRD協会提供資料により作成。 22
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2019年度決算
15～20倍： 2.5%
10～15倍： 4.0%
～10倍：42.9%



１．政策金融の効果検証

２．スタートアップ創出・創業促進

３．経営者保証に依存しない融資慣行の確立

４．ご議論頂きたい論点
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論点

１．政策金融の効果検証

⚫ 先般の経済対策において、コロナ対策としての実質無利子・無担保融資や危機対応融資が9
月末まで延長となったが、危機時において、保証付き融資と政府系金融機関の役割はそれぞ
れどのように評価できるか。

２．スタートアップ創出・創業促進

⚫ スタートアップの成長におけるデット・ファイナンスの位置付け、創業 5 年目までは政府系金融
機関によるデット資金供給の役割が大きいことや、個人保証が創業を阻害しているとの指摘
があることも踏まえ、日本公庫・商工中金における経営者保証に依存しない創業融資を一層
拡充すべきではないか。

４．論点
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論点

３．経営者保証に依存しない融資慣行の確立
⚫ 「経営者保証を外すことができるかもしれない」というメッセージを強調したチラシについて、更に
工夫すべき点はあるか。

⚫ 経営者保証コーディネーターに対するアンケートでは、チェックシートを充足していても金融機
関と目線が合っていないケースも多いことから、チェックシートの更なる明確化を図ってはどうか。

⚫ 日本政策金融公庫では、信用保証協会と同様、経営者保証を徴求しない定量的な基準を
広く事業者に周知すべきではないか。また、例えば、官民金融機関に対し、どの部分が十分で
はないために保証契約が必要なのか等の説明を個別・具体的に求めてはどうか。

⚫ また、高度化融資については、中小機構から周知はなされているが、貸付規則が未改正の自
治体に対して、ガイドラインに沿った改正を改めて要請してはどうか。併せて、商工中金を始め
とする、金融機関保証についても改めて周知してはどうか。

⚫ 事業承継特別保証の要件緩和について、現状の実績や事業者の財務状況も踏まえ、
EBITDA有利子負債倍率を10倍以内から15倍以内に緩和する案はどうか。

４．論点


